
- 1 - 

 

 

   2023年12月15日 

各 位    

  会 社 名 株 式 会 社 Ｐ Ｏ Ｐ Ｅ Ｒ 

  代 表 者 名 代 表 取 締 役  栗 原  慎 吾 

   （コード：5134 東証グロース） 

  問 合 せ 先 取 締 役 C F O  姚  志 鵬 

   （TEL．03-6265-0951） 

 

 

2023年10月期 通期決算説明会 スクリプト 

 

 当社は、2023年12月14日、オンラインツールを用いたライブ配信にて、投資家・アナリスト向けに

2023年10月期 通期決算説明会を開催いたしました。投資家の皆様にタイムリーに情報を開示するべ

く、スクリプトを公開いたします。なお、本資料の記載内容は、通期決算説明会での発言内容をその

まま書き起こしたものではなく、ご理解いただきやすいように一部加筆修正を行っております。あら

かじめご了承ください。 

また、本決算説明会の質疑応答については、ご質問がありませんでしたので、質疑応答の書き起こ

しはございません。 

 

 

 

【2023年10月期 通期決算 ご参考資料】 

 

▼▼決算短信はこちらからご確認いただけます▼▼ 

https://ssl4.eir-parts.net/doc/5134/tdnet/2372625/00.pdf 

 

▼▼決算説明資料はこちらからご確認いただけます▼▼ 

https://ssl4.eir-parts.net/doc/5134/tdnet/2372627/00.pdf 

 

 

 

 

 

概要  

【企業名】 株式会社ＰＯＰＥＲ 

【証券コード】 5134（東京証券取引所グロース市場） 

【イベント名】 2023年10月期 通期決算説明会＜機関投資家及びアナリスト向け＞ 

【決算期】 2023年10月期（第９期） 

【開催日時】 2023年12月14日（木）16:00～16:30 

【登壇者】 ２名 

 代表取締役 栗原 慎吾 

 取締役CFO 姚  志鵬 

  

https://ssl4.eir-parts.net/doc/5134/tdnet/2372625/00.pdf
https://ssl4.eir-parts.net/doc/5134/tdnet/2372627/00.pdf
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それでは、2023年10月期通期決算の業績の説明をさせていただきます。 
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2023年10月期通期の業績は、ご覧のとおり、株式上場により一定のご評価をいただき、また、

「Comiru」の認知度も向上したことにより、売上高及び利益ともに前年同期比で増収・増益となって

おります。しかしながら、当初想定していた業績からはビハインドとなってしまい、株主や投資家の

皆さまには誠に申し訳なく感じております。 
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各種KPIのサマリーは、こちらのスライドのとおりです。 

 

「有料契約企業数」は1,326社、「ARPU」は49,937円、「ARR」は7.94億円、「顧客の解約率」は

0.4%、「課金生徒ID数」は340,000超、「課金生徒ID単価」は195円となりました。 

 

それぞれKPIの推移については、後ほど別スライドにて詳細をご説明いたします。 
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当期を振り返りますと、上場来、掲げておりました当社の事業戦略に対して、概ね順調な進捗でござ

いました。 

しかしながら、顧客基盤における大手学習塾への展開に対する進捗が想定を下回ったことにより

「△」と評価しております。 

 

各施策内容に対する振り返りに関しましては、次スライド以降でご説明いたします。 
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はじめに、中小規模の学習塾に対する振り返りです。 

 

中小規模の学習塾は、通期で600件以上の商談を行い、約140社との有料契約を締結し、純増に繋がり

ました。 

 

これは、ターゲットや目的を明確にした自社セミナー、または他社と共催したセミナーを織り交ぜ

て、利用者の皆さまにとって価値ある、新鮮な内容のセミナーを提供することが成果として現れたも

のと考えております。 

 

各セミナーは、毎回100名～200名もの方々にご参加いただき、ご好評をいただいております。このセ

ミナー参加者をナーチャリングリストとして蓄積し、このリストに対してインサイドセールスがアプ

ローチすることで継続的なリードに繋げ、契約獲得まで繋げることができております。 
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次に、大手の学習塾に対する振り返りです。 

 

当期首より重要施策として取り組んでいた「ComiruPRO」の導入と基幹システムの有償開発をセット

にした販売戦略は、大手学習塾から予想を上回る反響をいただき、既存顧客の基幹システム案件を含

め、現在14社と商談し、７社からの受注を実現できました。そのうち、２社は当期より課金開始とな

りました。 

 

一方で、受注できたものの当期の数値に反映できなかった理由としては、スライドに記載しているよ

うに、上流工程から商談を開始したことで商談のリードタイムが伸びたことに加えて、基幹システム

の性質上、お客様の導入スケジュールに大きく影響を受けますので、当社の想定する課金開始タイミ

ングから遅れてしまったことにあります。 

 

今後、この点については、当期に培った導入ノウハウを活かし、今以上に上流工程において、お客様

の業務プロセスを徹底的にヒアリングし、抱える課題を可視化、それを解決するためのソリューショ

ン提案などを明確にし、導入意思を高めることで、導入スケジュール短縮に繋げたいと考えておりま

す。 
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続いて、学習塾以外の習い事に対する振り返りです。 

 

習い事領域においても、中小塾向けの戦略を習い事向けに踏襲することで、当期60社以上の有料契約

企業が増加しました。 

 

これは、それぞれの業界の特徴にフォーカスしたセミナー等を実施したことで、ターゲットや目的を

明確にした利用者の皆さまにとって価値ある、新鮮な内容のセミナーを提供することが成果として現

れたものと考えております。 
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続いて、学校領域に対する振り返りです。 

 

第２四半期にご報告しているFCEグループとの提携、教育委員会からは「教職員の働き方改革実態調

査」プロジェクトを受託し、さらに千葉県の八千代市教育員会からは、部活動地域移行のモデル事業

として「Comiru」を採択いただき、実績ができたことは成果であると考えております。 

 

公教育マーケットにおいては、民間企業との取引とは異なり、参入障壁が高く、過去の実績や社会的

責任、コンプライアンス意識が高い企業であることが重要な判断材料ですので、本事例を契機とし

て、中長期的には他の自治体や教育委員会への導入にも取り組んでいきたいと考えております。 
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続いて、各KPI指標の推移について、ご説明させていただきます。 

 

中小規模の学習塾や英会話教室、プログラミングスクール等の新規顧客を順調に獲得したことによ

り、「有料契約企業数」は1,326社となり、前期比18.6%の増加となりました。 

 

「顧客の解約率」についても、社数ベースでは0.4%と引き続き低水準を維持しています。 
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「課金生徒ID数」と「生徒のID単価」についても、それぞれ前期比で3.0％、8.9％増加となりまし

た。 

 

「課金生徒ID数」については、第２四半期に大手学習塾２社の解約による影響を受けましたが、既存

顧客の利用部門や利用生徒数の拡大、中小塾の新規顧客を順調に獲得したこともあり、期末にかけて

持ち直すことができました。 

 

「生徒ID単価」については、大手学習塾と中堅学習塾等へのディスカウント率の見直しや「Comiru」

関連サービスの提案強化等により、前期より増加しました。 
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「ARPU」は、大手学習塾の解約の影響で減少いたしました。 

 

「ARR」については、中小学習塾の獲得が堅調であったことで、前期比12％の成長が実現しました。 

なお、「ARR」の伸びが12％でありながら、売上高が24.6％の成長ができた理由としましては、基幹

システムのカスタム開発における要件定義などのフロー収入が伸びたことによるものです。 

 

先にご説明したとおり、大手学習塾は当期７社より受注し、うち２社が当期より課金開始し、残り５

社は、2024年４月以降に課金開始を予定しておりますので、こちらで「ARR」は伸長するものと考え

ております。 
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売上総利益率については、売上高が堅調に推移したことと、開発業務をモジュール化する等の効率化

やテスト業務の一部を自動化する等の継続的な改善活動により、73.6％まで改善しております。 
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販管費率についても、事業規模の拡大に伴う人員の増加に留まっていますので、69.1%まで低下しま

した。 
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販管費の内訳としては、大手学習塾向けの戦略を推進するために、プロダクトマネジメント部門や大

手学習塾へのセールス部門の人材採用を強化し、人件費率は微増ですが、各費用ともに大幅な増加は

なく、前期同様の水準と割合で推移しております。 
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続いて、2024年10月期の事業計画の見通しを説明させていただきます。 
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2024年10月期の業績予想は、前期の反省を踏まえ、保守的に計画を作成し、売上高を前年比で19％

増、営業利益で68％増を目指します。 

 

この業績予想について、教育業界からの需要自体は、非常に明るいものと感じでおり、2023年10月期

の取り組みの状況から見ても、そのように感じておりますが、私たちは、地に足の着いた成長を着実

に実現していくことが重要であると考えております。 

 

そのため、前期では年間成長率30％以上を掲げておりましたが、ダイナミックな事業計画によって、

株主や投資家の皆さまをミスリードすることになり兼ねませんので、中長期な視点に立ち、人材育成

や組織体制づくりに注力し、継続的な業績向上を着実に実現することで、株主や投資家の皆さまに企

業価値の最大化を実現できるものと考えております。 

 

具体的には、足許の大手学習塾の導入や課金開始時期が新年度である３月・４月に集中しております

が、下期は合理的に予見することが困難であることから、現時点においては、敢えて堅実な数字を計

画としております。 

 

今後、業績に影響を与える事実や将来の見通しに修正が生じる場合は、速やかに公表いたします。 
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2024年10月期の経営戦略においても、2023年10月期と同様の戦略とし、顧客基盤の拡大と単価向上の

両面で推進してまいります。 

 

なお、各戦略については、先ほどご説明した項目と重複する部分もありますが、新たな取り組み等も

含めてご説明いたします。 
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顧客の規模ごとの導入者数としては、2023年10月期に大手学習塾が２社解約により減少したものの、

期中に２社増加しておりますので、結果として増減はありません。 

 

2024年10月期は、引き続き「ComiruPRO」の導入と基幹システムの有償開発をセットにした販売に注

力していくことで、前期から５社増加の17社を見込んでおります。 

 

中小規模の学習塾においては、2023年10月期にそれぞれ、11社、128社と増加しております。 

 

2024年10月期においても、セミナー実施による継続的なリード獲得に加えて、CyberOwl社等との業務

提携を通じた取り組みにより、さらなる付加価値を提供してまいります。 

 

これらの取り組みにより、中堅学習塾は前期から11社増加の88社、個人塾は前期から144社増加の

1,300社を見込んでおります。 
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大手学習塾への取り組みは、これまでのご説明のとおりですが、2018年に経済産業省が示した「2025

年の崖」問題が顕在化しており、システム刷新に対するニーズが高まっております。このニーズをと

らえるべく、2024年10月期においても専門人材の採用と育成に注力し、業界特化型のノウハウを活か

してまいります。 
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2023年10月期第３四半期に発表したテラコヤプラスとの連携により、2024年10月期においては、テラ

コヤプラス利用教室へのアプローチが可能となり、より多くのリード獲得を狙えるものと考えており

ます。 

 

今後もCyberOwl社と相互のシステム連携によりクラウドサービスの利便性をさらに高め、また共催セ

ミナーなども実施し、学習塾の抱える課題解決を図るサービス提供を目指します。 

 

引き続き、他社との業務提携等を積極的に行い、当社「Comiru」の付加価値を高めてまいります。 
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学習塾以外の習い事領域や公教育である学校領域については、2023年10月期の戦略や取り組みを踏襲

し、それぞれのシェア獲得に努めてまいります。 

 

具体的には、習い事領域においては、保護者とのコミュニケーションを図る点で学習塾との互換性も

高く、プログラミング教室や音楽教室等を中心に、順調に拡大している状況ですので、2024年10月期

においても引き続き、習い事業界へもオンライン／オフライン双方でタッチポイントを増やし見込顧

客を拡大してまいります。 

 

学校領域においては、千葉県の八千代市教育委員会との取り組みを活かし、中長期的には他の自治体

や教育委員会への導入に拡大してまいります。 
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当社システムの市場占有率はまだまだではありますが、教育事業者等向け業務管理プラットフォーマ

ーとしての戦略も着実に前進していると実感しております。 

 

例えば、地方の学習塾の高校部門が優秀な教育リソースとコンテンツを確保することが難しいとされ

る課題に対し、当社としては、様々な教育コンテンツ提供事業者との連携等により、学習塾等の企業

価値最大化に寄与する新規事業の展開を積極的に検討してまいりたいと考えています。 

 

また、学習塾等の教室運営に関わる備品購買や電気料金等のコストカットでメリットを提供できるよ

う他社との提携なども進めていきたいと考えております。引き続き、教育事業者等向け業務管理プラ

ットフォーマーとして、他社と様々な観点で連携していくことで、マネタイズポイントを創出してま

いります。 

 

 

以 上 
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【スクリプトに関する注意事項】 

本スクリプトにおける将来の見通しに関する記述は、将来の結果や業績を保証するものではあり

ません。このような将来予想に関する記述には、既知および未知のリスクや不確実性が含まれて

おり、その結果、将来の実際の業績や財務状況は、将来予想に関する記述によって明示的または

黙示的に示された将来の業績や結果の予測とは大きく異なる可能性があります。これらの記述に

記載された結果と大きく異なる可能性のある要因には、国内および国際的な経済状況の変化や、

当社が事業を展開する業界の動向などが含まれますが、これらに限定されるものではありませ

ん。本スクリプトは、情報提供のみを目的として作成しております。また、日本、米国、その他

の地域における有価証券の販売の勧誘や購入の勧誘を目的としたものではありません。 

 

▼▼お問い合わせ先▼▼ 

会社名        ： 株式会社ＰＯＰＥＲ 

部署名        ： 経営管理グループ ＩＲ担当 

お問い合わせフォーム ： https://poper.co/contact 

https://poper.co/contact

